
（別記） 

令和５年度熊本県水田収益力強化ビジョン 

 

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題  

１ 現状 

本県の令和４年産米は、主食用米の作付目安面積３２，１３５ｈａに対して、作付面 

積が３０，２００ｈａと、作付目安を１，９３５ｈａ下回ったところですが、今後も、 

西日本有数の主食用米生産県として市場の要望に応えつつ、国の需給情報を活用し、需 

要に応じた作物生産を進めます。 

 

２ 推進上の課題 

（１）需要に応じた米生産の取組み 

   消費量が減少している主食用米の需要量に応じた作付けを行う一方、学校給食での 

利用などの消費拡大の取組みを進めます。 

 また、価格が低迷している主食用米から、国産需要が高まる飼料用米・米粉用米へ 

の転換を支援することで、農業者の経営安定を図るとともに、用途ごとに異なる実需 

者が求める品質の米作りを徹底します。 

 

（２）農地利用の推進 

農業経営基盤強化促進法の改正により策定することとなった地域計画では、地域農 

業のあるべき将来像を地域の関係者と一体となって話し合い、農地を継続的に利用す 

るための目標地図を作成します。また、農地中間管理機構を活用し、担い手をはじめ 

とした多様な経営体へ集積・集約化を促進します。 

 

（３）生産におけるコストの削減 

水田農業経営の強化のため、コスト削減に必要な作付けの団地化、作付体系、栽培 

管理等の合理化・効率化を徹底します。 

また、用途ごとの区分管理や流通経路を確立するとともに、流通コストの削減を進 

めます。 

 

（４）需要に応じた生産・流通・利用体制の構築 

主食用米の作付面積の減少に伴い、既存の乾燥調製施設等の再編合理化を進めると 

ともに、再編整備が完了した地域では、広域流通拠点として乾燥調製コストの削減や   

実需者への安定供給を図ります。 

なお、施設整備には、「強い農業づくり総合支援交付金」や「産地生産基盤パワー 

  アップ事業」等を活用していきます。 

 

 

２ 高収益作物の導入や転換作物等の付加価値の向上等による収益力 
強化に向けた産地としての取組方針・目標 

 

１ 適地適作の推進 

本県では、海岸部や平坦部の温暖な気候から阿蘇・上益城地域の冷涼な気候の中で、 



それぞれの地域の気象条件を活かした幅広い作物が生産されており、今後も適地適作を 

基本に水田での高収益作物の生産を進めていきます。 

 

２ 収益性・付加価値の向上への取組み 

  市町村やＪＡ等と連携して、高収益作物への計画的な転換を図ります。 

  また、地理的表示制度を活用したブランド化による有利販売や、県南フードバレー構 

想と連動した加工食品の開発など、付加価値向上への取組みを進めていきます。 

 

３ 新たな市場・需要の開拓 

  野菜（いちご、メロン）を中心に、主にアジア圏への輸出が行われており、今後もア  

ジア圏を主なターゲットと位置付け、その他の品目と合わせて輸送試験、商談会、現地   

プロモーション等による輸出の拡大に向けた取組みを行っていきます。 

 

４ 生産流通コストの低減 

  生産性向上のために「強い農業づくり総合支援交付金」や「産地生産基盤パワーアッ 

プ事業」等を活用し、施設整備を進めていきます。 

  また、出荷量を平準化するための栽培技術普及、市場に正確な出荷情報を提供できる 

体制整備の支援、品質管理の認証制度の活用など、流通コスト低減や品質向上への取組 

みを行っていきます。 

 

 

３ 畑地化を含めた水田の有効利用に向けた産地としての取組方針・目標  

本県では認定農業者などと同様に、地域営農組織を農業の重要な担い手として位置付 

けており、農地を守り地域の営農を支えるため、特に担い手の少ない地域を中心に引き 

続き組織設立を支援します。また、年間を通した仕事の創出や農地の有効利用のため、 

収益性の高い新規作物の導入を支援します。さらに、水田機能を有効に活用した水稲、 

麦、大豆、その他転換作物のブロックローテーション体系の構築を推進し、転換作物の 

作付拡大、連作障害回避による生産性向上につなげます。 

  水田の利用状況や農業者の営農体系を点検し、高収益作物を栽培している施設園芸や 

畑作が定着している水田など、今後も水稲作に活用される見込みがない水田について 

は、地域の実情に配慮しつつ、畑地化を推進していきます。また、農地の排水性の改善 

や集積等に計画的に取り組み、畑作物の本作化を進めます。 

 

４ 作物ごとの取組方針等  

農業者の「所得の最大化」を図るため、様々な施策を最大限活用し、需要に応じた主 

食用米を生産するとともに、米粉用米、飼料用米及び加工用米、並びに麦、大豆などの 

生産拡大による水田フル活用の取組みを強化します。 

また、地域農業再生協議会ごとに、高収益作物の導入等による収益力強化や、水田の 

有効利用を行い、産地としての課題と対応方向を明確にした「水田収益力強化ビジョ 

ン」の作成を支援するとともに、その実現に向けて、産地交付金を含めた水田活用の直 

接支払交付金等を最大限活用します。 

１ 主食用米 

主食用米については、需要に応じた生産のため、国の需給情報を活用した生産を行 



います。 

県産米については、県内で家庭用・業務用向けに販売されているほか、県オリジナ

ル品種の県外向けの需要が高まっており、現状では、供給量を超える需要がありま

す。このため、供給先ごとに求められる品質にきめ細かに対応した生産を行います。 

 

２ 備蓄米 

主食用米と同じ機械、施設で取り組める転作作物として、水田機能維持の面からも 

取組みを行っていきます。 

 

３ 非主食用米 

 （１）飼料用米 

産地交付金を活用して、収量向上に向けた肥培管理を支援し、水田の有効利用と 

   農家所得の最大化を図ります。 

さらに、地産地消や運賃コストの削減等の観点から、地域内の実需者への供給を 

   優先しつつ、全農を中心とした全国スキームの活用についても検討を行います。 

 なお、専用品種以外の品種（一般品種）の令和６年以降の段階的な単価引き下げ 

にも対応し、種子の確保等も含め、専用品種の計画的な生産を進めます。 

 

 （２）米粉用米 

地場企業からの堅調な需要があり、収量向上に向けた肥培管理や複数年契約への 

取組み等に対して産地交付金を活用して支援し、安定供給を図ります。 

 

 （３）新市場開拓用米（輸出用米等） 

成長するアジア諸国等の市場に対応し、農業者の経営基盤強化につなげます。 

 

 （４）ＷＣＳ用稲 

全国１位の作付面積となっており、需要に応じた適正な作付けを推進します。 

また、適正流通を確保するため、原則として専用品種に限定した作付けとします。 

 

 （５）加工用米 

複数年契約（３年間）の取組みへの助成により、焼酎原料米や菓子等のニーズに 

応じた加工適性や収量性の高い品種の作付けを推進し、安定的な生産・供給体制を 

確立します。 

 

４ 麦、大豆、飼料作物 

麦、大豆については、認定農業者や地域営農組織などの担い手への農地集積を推進 

し、団地化やブロックローテーションによる生産性の向上と安定生産を推進します。 

飼料用とうもろこし及びイタリアンライグラス等の飼料作物については、水田裏作 

物や放牧等を中心に、耕種側と畜産側が協力できる仕組みづくりを支援し、耕畜連携 

による効率的かつ高品質な飼料の生産・利用を進めます。 

 

５ そば、なたね 

排水対策を徹底し、産地交付金を活用しながら、生産性向上の取組みを進めます。 

 

６ 高収益作物 

農家所得の最大化に向け、産地交付金を有効に活用しながら、特色ある産地づくり 

 を進めます。 

 



７ 地力増進作物 

  高収益作物等の連作障害を回避した生産性・収益力の向上や環境保全型農業の推進

（化学肥料の低減）を図るため、地力増進作物の作付け、すき込みを進めます。 

 

 

５ 作物ごとの作付予定面積等 ～ ８ 産地交付金の活用方法の明細  

別紙のとおり 



別紙

５　作物ごとの作付予定面積等
（単位：ha）

うち
二毛作

うち
二毛作

うち
二毛作

29,837 0 30,205 0 30,537 0

31 0 25 0 28 0

1,661 0 1,645 0 1,664 0

362 0 364 0 360 0

19 0 33 0 32 0

8,627 0 8,742 0 8,592 0

662 153 669 135 675 135

7,651 6,837 7,909 7,029 7,837 7,010

2,271 131 2,447 141 2,320 126

8,121 6,194 8,250 6,301 7,778 6,260

・子実用とうもろこし 221 190 251 204 253 205

382 233 378 244 396 263

27 17 29 16 29 16

88 62 152 56 166 58

4,310 279 4,398 280 4,509 286

・野菜 4,132 334 4,232 334 4,347 339

・花き・花木 290 8 297 9 321 9

・果樹 343 7 348 8 328 8

・その他の高収益作物 340 73 322 71 333 71

118 1 89 2 92 2

- 115 1 83 2 88 2

354 0 1,750 2 407 3

高収益作物

その他

畑地化

そば

作物等

主食用米

備蓄米

飼料用米

米粉用米

新市場開拓用米

WCS用稲

加工用米

麦

大豆

飼料作物

前年度作付面積等
当年度の

作付予定面積等
令和６年度の
作付目標面積等

なたね

地力増進作物



６　課題解決に向けた取組及び目標

作付面積(ha) 7587 7200

担い手への集積率(%) 90.60% 92.50%

作付面積(ha) 2264 2140

担い手への集積率(%) 96.30% 98.40%

取組面積(ha) 273 280

収量(kg/10a) 550 590

取組面積(ha) 125 140

収量(kg/10a) 577 580

668 800

593 700

6,640 6,650

116.70% 117.00%

※　必要に応じて、面積に加え、取組によって得られるコスト低減効果等についても目標設定してください。
※　目標期間は３年以内としてください。

担い手加算
（基幹・二毛作）

そば、なたね
（は種前契約等を締結した

もの）

そば・なたね
作付助成
（基幹）

8

使途名
整理
番号

対象作物

1

2

3

6

新市場開拓用米
新市場開拓用米
取組拡大助成
（基幹）

新市場開拓用米
新市場開拓用米
複数年契約加算

（基幹）

野菜、花き・花木、果樹、
その他高収益作物

高収益作物作付加算
（基幹）

7

加工用米
安定供給助成

（基幹・二毛作）

麦、大豆、飼料作物、そ
ば、なたね

水田高度利用加算
（二毛作）

4 麦・大豆

前年度（実績）
【令和４年度】

目標値
【令和５年度】

取組面積（ha） 162 200

目標

6 35

複数年契約
取組面積（ha）

- 3

取組面積(ha)
（新市場開拓用米）

麦

大豆

5 飼料用米・米粉用米
生産性向上加算
（基幹・二毛作）

飼料用
米

米粉用
米

取組面積（ha） 4,049 5,620

作付面積（ha）

取組面積(ha)
(加工用米複数年契約）

取組面積（ha）

水田利用率（%）



７　産地交付金の活用方法の概要

都道府県名：熊本県

1 そば・なたね作付助成（基幹） 1 20,000 そば・なたね は種前契約等の締結、排水対策を実施すること

2 新市場開拓用米取組助成（基幹） 1 20,000 新市場開拓用米 新規需要米取組計画の認定を受けること

3 新市場開拓用米複数年契約加算（基幹） 1 10,000 新市場開拓用米
新規需要米取組計画の認定を受けること
本年産から新たに結んだ複数年契約（３年以上）

3 新市場開拓用米複数年契約加算（二毛作） 1 10,000 新市場開拓用米
新規需要米取組計画の認定を受けること
本年産から新たに結んだ複数年契約（３年以上）

4 担い手加算（基幹） 1 3,000 麦・大豆
集落営農、認定農業者、認定新規就農者
同品目・同面積について、整理番号８との重複助成不可

4 担い手加算（二毛作） 2 3,000 麦・大豆
集落営農、認定農業者、認定新規就農者
同品目・同面積について、整理番号８との重複助成不可

5 生産性向上加算（基幹） 1 5,000 飼料用米・米粉用米 堆肥の施用（1t/10a）及び肥料の増肥を行うこと

5 生産性向上加算（二毛作） 2 5,000 飼料用米・米粉用米 堆肥の施用（1t/10a）及び肥料の増肥を行うこと

6 安定供給助成（基幹） 1 10,000 加工用米 複数年契約（３年以上）

6 安定供給助成（二毛作） 2 10,000 加工用米 複数年契約（３年以上）

7 水田高度利用加算（二毛作） 2 3,000 麦・大豆・飼料作物・そば・なたね
二毛作として作付け
排水対策を実施すること

8 高収益作物作付加算（基幹） 1 3,000 野菜・花き・花木・果樹・その他高収益作物 地域の産地交付金の支援対象となっていること

対象作物
※３

取組要件等
※４

整
理
番
号

使途
※１

作
期
等
※２

単価
（円/10a）

※１　二毛作及び耕畜連携を対象とする使途は、他の設定と分けて記入し、二毛作の場合は使途の名称に「○○○（二毛作）」、耕畜連携の場合は使途の名称に「○○○（耕畜連携）」と記入してください。
　　　ただし、二毛作及び耕畜連携の支援の範囲は任意に設定することができるものとします。
　　　　なお、耕畜連携で二毛作も対象とする場合は、他の設定と分けて記入し、使途の名称に「○○○（耕畜連携・二毛作）」と記入してください。
※２　「作期等」は、基幹作を対象とする使途は「１」、二毛作を対象とする使途は「２」、耕畜連携で基幹作を対象とする使途は「３」、耕畜連携で二毛作を対象とする使途は「４」と記入してください。
※３　産地交付金の活用方法の明細（個票）の対象作物を記載して下さい。対象作物が複数ある場合には別紙を付すことも可能です。
※４　産地交付金の活用方法の明細（個票）の具体的要件のうち取組要件等を記載してください。取組要件が複数ある場合には、代表的な取組のみの記載でも構いません。


